
○ 民間企業の雇用状況 臭雇用率法定雇用 1.6率､更8% (法定雇用,達成企業割合 47.0新し 障生者~用 1.80% )Vo着実に進展しているものの､

<障害者 の数 (千 人)> <実雇 用率 (鶴)>

2532231.49 2532221_49 246211.47 2472141_48 2582221_46 26922ー_499 2842 303 4 3262661.5 36 33268 8 34301_6272

⊂=コ身体陣害者 I- 知的陣書者 tnnJJ粁神障害者 十 実滋用率

(注)雇用養務のある56人以上規模の企*の兼計
｢障害者の軌｣は以下の者の合計｡なお.輔神陣害者は平成18年から集計｡
･身体経書者.知的経書者.耕神は害者.土産身体畔害者である短時rVl労働者.五度知的陣書巻である短時F'71労働者は1人カウント

稚神叶害者である短時間労働者は05人王座身体̀ヰ書者.王度知的陣書肴は2人カウント

正規労働者と非正規労働者の推移 1--一一L

○ 正規の職員.従業員は近年減少傾向○

○ 2010年において､非正規の職員.従業員割合は､比較可能な2002年以降で最高の水準○

万人) く-ト

_12B_Dh (32.6%) (33,0%) (33.5%) (34.1%) (33L7%) (34.3%ー~†20:9%ナ~ 非正規

(20.2%)(16,4%) 一,001.77巨 .27.63F 1,63 1,67(+44) 1.73(+55) 176(+2B) 1.721(J91 1,75(十34) ′847(48.3%ー
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契約牡JLIfモ:330118.8%):
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(資料出所)2(伽年書では捨蔑省 r労a力調査 (特別EI壬)｣ (2月調査)_2005年以降は捨猿手 r労♯力拐糞 (辞8BJEfl)｣ (年平均)による｡
注)JE用形垂の区分は_勤め先での r呼称JI=よるもの｡
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非正規労働者のうち_､正社員になりたい者の割合

○ 非正規労働者のうち､正社員になりたい者の割合は､
H11年11.2%-H15年19.4%-H19年22.5% と増加傾向にあるo
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合音† 契約社長 臨時的足用者 バ-トタイム労働者

出典 原生労他省r就業形態の多様化に関する総合策態的査｣
注)1999年のパートタイム労働者は､｢短時間のバート｣の数字

JrR漣労他者 その他

2.検討状況及び今後のネケ学ユール
○平成22年10月26日ー労働政策審純金労働条件分科会で検討開始
○平成22年11月29日､平成23年2月3日ー有期労触契約の現状等(総輸)について経論 12月23日以降 各論について順次議論

○平成23年王頃 は蛤の中間的な阜理 ･12月頃 言蕪除の取りまとめ(漣は)予定

○ 有期労働契約の不合理･不適正な利用を防止するとの視点を持ちつつ､雇用の安定.公正な待遇等を確保するためのルールや

雇用･労00条件管理の在り方を検討すべき｡

○ 次のQ)～④など主要な論点について､考えられる(複数の)選択肢とそれぞれを採った場合の探題を整理して提示｡

②更新回数や利用可能期間に係るルール

)萎｢- ' 裏 . 弼

の赫結事由の規制 有期労働契約を利用できる事由を､一時的な業務増等に限定することを検討｡

[課題】新規雇用が抑制されないか(安定雇用へのステップとして有期労働契約は一定の役割)
(包曹新Bil数や利用可能期間に係る)レール 雇用の安定等の観点から､更新回数や利用可能期間の上限の設定を検討｡

【課題】上限手前での雇止めを誘発､業種･破種･年齢等により更新等の実態が多様
(勤雇止め法理(解雇権濫用法理の類推適用の法理)の明確化 判例上定着した雇止め法理(反復更新を重ねた場合等-定の場合の雇止めに

ついて､客観的理由を欠き社会的に相当と醒められない場合は無効とされるもの)の法律によるルール化を検討｡

[課題】個別の事案に応じた処理が可能となる一方､予測可能性に欠ける面を如何に補足するか
伺)均衡待遇及び正社員への転換等 正社且との間の均衡のとれた公正な待遇､正社員転換措正の義務付けやインセンティブ付与等の検討｡

〔課題】一挙に正社員に転換することはハードルが高いう｢多様な 員｣の環境整備などを視野に



遇 労 働 時 間 別 雇 用 者 等 の 推 移

○ 週 の 労 働 時 間 が 60時 間 以上 の者 の割 合 は徐 々に減 少 してきているもの の ､子 育 て世 代 であ

る30代 男性 については ､依 然 として高 い水 準 で推移 している｡

平成5年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年

週35時間未満の者 929万人 1346万人 1407万人 1431万人 1414万人

18.2% 24.9% 26.1% 26.9% 26_6%

週35時間以上週60時間未満の者 3625万人 3482万人 3437万人 3377万人 3383万人71.1% 64.5% 63,7% 63.6% 63_6%

週60時間以上の者 540万人 554万人 537万人 491万人 502万人

10.6% 10_3% 10_0% 9,2% 9,4%

30代 男 性 で過 労 働 時 間 60時 間 以上 の 者

30代男性で遅60

時 間 以上 の 者

※ 資料出所 総務省｢労働力調査｣

※ 上の表は雇用者についてのもの｡ただし､｢30代男性で週労働時間60時間以上の者｣については.統計上の制約から､雇用者のみ

の数値が得られないため､下の表は雇用者だけでなく自営業主と家族従業者を含んだ就業者数により作成｡

命後の職場における安全衛生対策について(12月

● 年間3万人超の自殺者のうち､約8,600人が ｢被雇用者･勤
め人｣であり､そのうち ｢勤務問題｣を自殺の原因の一つとす

る書は約2,600人 (H22)

● メンタルヘルス対策に取り組んでいる事業所

旦旦溢 (H19)-50% (H22)
※ H19 労働者健康状況鵜査
H22 qa環におけるメンタJL/ヘルス対策に関する!再査

● 1年間に約3,600人が職場における受動喫煙が原因で死
亡 (国立がん研究センタ-において､研究結果に基づき推計)

● たばこの規制枠細条約発効 (H172)
- しかし､事業場の取組は十分ではない

･ 全面禁煙又は空間分煙のいずれかの措壷を講じている事業
所 4fi% (H19)-64% (H23)
･ 職堤で受動喫煙を受けている労働者
44盤 (H23)

･ 喫煙対策の改善を職場に望む労働者
4ヱ溢 (H23)

※ H19 労働者健康状況調査
H23 職場における受動喫煙防止対策に係る善用査

● 毎年1000人以上が労働災害で死亡 (休業4日以上の死傷者も10万
人超)

I F=表芸'2品墓歪

受けられる職場

の割合 100%

I -…∴ -/- l

1 労働災害発生件

●aT,誓 諾 禁 ■fjL実農 芸 需 讐 完 芸鷲 袈 雲欝 語 数を3割減
が､中小企業では未だ浸透していない 56

○ ス トレスチ ェック､

必要に応 じた医師の面

接等を義務化

Eo･メンタル ヘルスにも
対応できる人材を有す

る機関にも産業医業務

を認める

○ 原則､全面禁煙又は

空間分煙を義務化
※ 飲食店等においては､当
分の間､一定の濃度又は換
気についての基準を守るこ
とを兼務化

○ メーカーからユーザーへの
横械の危険情報の提供を促進

○ 危険有害なすべての化学物
質について表示､f一報提供の
取組を促進



雇用保険と求職者支援制度の,財源構成について

雇用保険 と求職 者 支 援 制 度 については ､本 来 の 国 庫 負 担 割 合 (雇 用 保 険 は 1/ 4､求 職 者 支 援はl/2)を55%に縮
減す る暫 定播 足 が 適 用 され ているが ､安 定 した財 源 を確 保 した上 で速 や か に廃 止 す ることが 法 律 の規 定 により求 め ら

れ ている｡

○ さらに ､求 職 者 支 援 制 度 は ､法 律 上 ､施 行 後3年 を 目途 として､費 用 負 担 の在 り方 についても検 討す ることとされ てい

る｡

※審議会でも､施行後3年を経過した時点で､財源についても見直すべく､引き続き検討していくべきと建議されている｡

◎荘用保険法及び労肋保険の保険料の徴収等に関する法律の一部を改正する法律(平成23年法律集46号)による改正後のJE用保険法附鵬 15粂(国庫負
担に関する暫定措正)

第十五条4用保坂の国庸負担については､引き続き検討を行い､できるだけ速やかに､安定した財源を確保した上で附則第十三条に規定する国庫負担に関する
暫定措正を廃止するものとする｡

◎織軸 線の実施等による特定求職者の就鞍の支援に関する法律(平成23年法律第47号)附則第14条(検討)

第十四条 政府は､この法律の施行後三年をB途として､この法律の施行の状況等を勘案し､特定求他者の就故に関する支援施策の在り方について総合的に検
討を加え.必辛があると旺めるときは.その縫果に基づいて所要の措正を排ずるものとする.

三三 芸造 笠 堅 塁 遠 賀 宣 還 造 笠 ''つTt諾 芯 ,tTI'*T& fd,4'I'i'+JEI.lflufL 'FhOt'禁 r "'こついてa軸 にkk

◎労脚 全校集安定分科会雇用保険部会報告書(平成23年1月31日)(抄)

失業等給付に係るB)庫A担については､平成19年度から暫定措正として法律の本則(i/4)の5%(1375%)とされているが､平成㍊年度雇用保険法改正によ
り､平成21年度に-般財源を投入するとともに､同法附則においてr平成詑年度中に検討し､平成23年度において､安定した材長を確保した上で恩庫負担に関す
る菅定措置を廃止するものとする｣とされたところである.

JE用保険の保険事故である失*は､政府の撞済対策､雇用対策とも関係が深く､即 もその*任を担うべきであり､失兼等給付に係る国庫負担割合は.法律の
本則である1/4とするのが本来である｡

国の厳しい財政状況等を勘案すると.平成臼年度において国庫負担を法律の本則に戻せないことについてはやむを得ないものと考えるが､国庫負担の趣旨を踏
まえ､できるだけ速やかに法律の本則に戻すべきである｡

◎労8-政策手許金建隷r乗鞍着支援軌度について｣(平成23年1月31日)(珍)

今般の菜牡看支援制度の割振r=当たっては.制度の創設が緊急の課洩であるとの紬 に立ち､特別な緊急対応としてやむを得ず取るものであり､施行後3年を
経過した時点で.雇用保険制度とは切り鼓し､財源についても全点一般財源で措正するという本来あるべき制度に見正すべく､引き線き検討していくべきである｡こ
の見直しの検書寸については､法律上も明言己すべきである｡

また､今後､社会保障改革とその財源について検討が進められる中で､求職者支援制度及びJE用保険制度に関する国庫による財源についても､その確保に向
けた必要な検討が行われるべきである｡
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Ⅰ～Ⅳ以外の機能強化､重点化･効率化項目

医療イノベーション

～ 日本の 医薬 品 ･医療機器産 業 の 国際競争力 強化 と高 い経 済成 長 を実現_～
基 本 的 考 え 方

【現状の課題】
○ 日本で行われる臨床研究に対する支援や制度上の制約が障壁となり､旦重畳のシ-ズが革新的な医薬品 ･医療機
器の開発につながっていない｡
○ 企業の治験着手の遅れL治験の実施や承認審査に時間がかかる等により欧米との問にドラッグ ･ラヴ､デバイ
ス ･ラクが生じている｡

【施策の方向】
○ 昏床研究の質 ･tの向上を図るとともに､吐床研究の成果等を治廉や承認につなげるための碁盤整備等を強化す
る｡
○ 医療上必要な医薬品 ･医療機器が患者に迅速に提供されるよう､ドラッグ ･ラグ､デバイス ･ラグを解消する｡

改革案の具体的内容 (ポイン ト)

4旦杢基の革新的医薬品 ･医療機器の開発と実用化
○旦重畳の革新的医宰品 ･医療繊細の研究開発の推進
･日本の肝 研究の第 ･tの向上 (ICH-GCP水準の吐床研究を実施する臨床研究中核病院等の創乱 臣床研究中核病院等におけ
る先進医務の取扱いを検討､PMDA･丹生労働省との連携.､人材の育成､ITの活用等)
･個別重点分野の研究開発支援 (がん､再生医療､医標機器､個別化医療等)

o路床研究の成果等を治験や承認につなげるための基盤整備及び効果的な保険dE遠価格の設定
pMDAによる薬事戦略相談
PMDA等の体制強化
･実用化を見据えたレギュラトリーサイエンスの推進
･(独)医薬基盤研究所によるオーファンドラッグ等の開発支援の拡充
･保険償還価格の設定における医療経済的な観点を踏まえたイノベーションの評価等のさらなる検討

I医療上必要な医薬品 ･医療機器の患者への迅速な提供 (ドラック･ラグ､デJ(イス･ラクへの対応)
･｢申請ラク｣｢審査ラク｣短縮への取組等
･医療保険制度における取組 (医最上の必要性が高いとされた医薬品に係る先進医療制度の運用の見直し､先進医凍データの
質の確保の検討)



日本発の革新的な医薬品･医療機器の研究開発の推進

基礎研究成果 (シーズ)が EI本発であっても､インフラの整った海外で先行して実用化された後､遅れて日本に斗入される状

況を解消するため､基礎研究から実用化の間の種渡しに支援を王点化する｡臨氏研究中核病院等の創設をはじめ､基礎研

究から非睡床拭験 ･旗床!式験につながる段 制を強化するとともに､臨床拭験の推進体制･制度改革を検討する｡

○ 新薬の開発には多

大な兼用と長い時間が

かかり､リスクも古い｡そ

のため､摩れたシーズを

広く学会などから吸い上

げ､産業界の新薬開発
につなげることが不可欠

であるが､このd渡しが
円汁にiLまない.

0 日本は､世界に先駆

けてヒトに初めて新規薬

物･機器を投与･使用す
る蕗床放牧体制(人材

及び設備)が王土盆で
あるため､基礎研究成

果(シーズ)が日本発で

あっても､インフラの整っ

た海外で先行して実用

化された後､遅れて日本

に中人される状況にあ
る｡

※lCHGCP(lntern8t10nAiConferenceon
H8rmOnlSZLtlOn-GoodCluLCalPractice)
人を射殺とする冷戟IFk床研究の倫理的､
科学的な架を杜保するためのEZ)麻的な基2*

r日太の改床研究の書･tの向上】
①臨床研究中核病院等の創投
ICH-GCP水準の施珠研究を実施する盛床研空中権病陵等を別姓し､ヒトに初めて新規薬物.槻器を投与･
使用する臨床拭駿等を推進し､臨珠研究中核病院等においては､真東監事の医重点.医療機器について その
特性に広1:て先進医療刺Ffの申王暮･壬壬手抜きの劫事化を図る｡

②海床研究に係る研究井の拡充･井中及び手査繊維の割振
比丘研究のプロトコール暮壬を一元的に行う油Jtを創設するとともに､その事重で見込みのある研究に対して
研究暮を*中的に投入する｡

③革新的な医薬品･医療機器創出のための人材の育成
④臨床研究･治験活性化のためのrT基盤の整備
⑤臨床研究･治族の無過失補tK制度の割振の検討 等

【個別I点分野】
①がん
日本発のがんワクチン煉法による革新的がん治疎の開発のほか､搬治性がんや再発がんを中心に､バイオ
マーカーを用いた新規性の高い画線鯵新方法の開発や､がん幹細胞を棟的とした革新的な治療技術の開発を
推進する｡

②再生医療
切れ目ない某捗1許宅から臨Ef研究･専用化への拓行を可能とする仕組みを蛾垂するとともに､効率的で加速
度的な組床研究が実施できる姓氏研究支捷体制等の基榊 婆を目的とした研究を実施する｡

③医療機器
世界楳準の臨床拭験実施体制を有する施股における払挨研究が円滑に実施できるよう､薬事に係る托手続
の合理化等を行うとともに､改良･改善に伴うリスク評価を可能にする基準の策定や､ものづくり企業の技術が
早期に実用化されるよう審査･相抜体制を強化する｡

④個別化医療
病態の解明や日本発の拾断･治収法の開発に必要な基盤鞄僻を目指して､バイオバンクを捕集する.また､
難治性疾患患者の遺伝子の解析を推進するとともに､医薬品等の安全対策の向上に活用するための医療情
報データベースを耕更する｡

東経申請

資料
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現状の医薬品･医療機器開発の問題点

○ 日本発のシーズであるにもかかわらず､欧米での臨床試験.開発が先行し､日本の患者がその恩恵
を受けるのが欧米より遅れるケースもある ⇒ 患者･国民の理解が得られない｡

革 新 的 新 薬 .医 療 機 器 創 出のための臨 床 研 究 中核 病 院 の創 設

欧米に比べ､
早期･探索的臨床試験の
インフラが不十分

大学･研究所
ベンチャー企業

有望なシーズを
速やかに岳床試験へ

文部科学省
大学等を中心とした重野研兎
判緒抹研究等へ矧1

･冶賢･臨床研究
医再現甥との運搬

ヒトに初めての臨床試験を可
能とするインフラの整備

特定分野の拠点病院

'--1=･11,

○特定領域(癌､神経･精神､
脳心血管等)において15ヶ所程度
･企画､立案､評価のための
人材が重要｡
①医師(臨床試験の拝適者)
②瞳床研究コーディネーター
③生物統計家
④プロジェクトマネージャー
(9関係法令の精通者 等
･設備整備
･新規薬物等の晶質確保
･非臨床試験

研究成果の産着化
産業界との連虎

澄男
引

早期･探索的路床拭験

個別の臨床試験に
の兼用が必要
･治験薬の製造･データモニタリング業務
理兼務 等

FigZ- "I__il_I_



先進 医療 制 度 の運 用 の 見 直 し(案 )

○先進医療制度の申請 ･審査手続きの効率化

○世界標準の医薬品へのアクセス向上

平成22年11月26日

中央社会保険医療協は会

史料を基に作成

○ 基本的に企業への開発要柵から1年以内に治療又は半年以内に公知中綿(適応外柔のみ)

○ 例外として､開発企業を公募している場合等結果として長期間治験が着手されない場合､
1-1 海外の実純等から安全性等が確認されたものを用いる技術をあらかじめ先進医療の
対象技術として特定し､

1-2 当該技術を先進医療として実施可能な機関群をあらかじめ特定した上で､

1-3実施を希望する医療機関の申練により実施計画暮を審査して､実施可能とし､
※適応外薬を使用するものについては当抜審査を外部練関において実施できることとする

1-4 当該先進医療の実練により一定程度の薬事乗法の効率化を図る
(国際的なGCP基準を溝たす場合など､臨床防除の賢を破堤できた蛾令)

-)先進医dE制度の申柵･書壬手枕きの効率化､世界耕準の医薬品へのアクセス向上

○ 未承認､適応外の医薬品や機器を用いた技術､その他先進的な技術は､それぞれ薬事承認や
技術評価分科会での評価を経て保険適用されている｡

○ こうした技術のうち一定のものについては､将来的な保険斗人の必要性の可否を評価するため
先進医療として中神に基づく審査を経て保険外併用療養費制度の対象となっている｡

2-1現在､第2項先進医療は先進医療専門家会強を経て技術及び施設要件を決定､第3項先
進医療は当抜会は及び高度医療評価会組を経て技術及び個別の施設を決定しているが､
当該二つの会組を改組し､よL)効在的_重点的な審査を行う｡

212 現在､先進医療の申請には､国内で一定の実施実経が必要とされているが､一定の高度
な臨床研究機能を有する医療楼閣等において実施する場合には､申捕された技術の成熟
度等に応じて､中綿に必要な実施実経を先進医療の対象とする｡

2-3 特に現行の第2項先進医療については､診療報酬改定に合わせて当抜技術の評価を行っ
ているところであるが､実施計画書において実施期間を明記するなど､当抜評価に加えて､
当払期間の終了時において的確な評価を行うこととする｡

ウ先進医療制度の申柵･事杢手続きの効率化

臨 床 研 究 の 成 果 等 を治験 や承 認 につなげるため の基 盤 整 備

及 び効 果 的な保 険償 還 価 格 の設 定

アカデミア.ベンチャー等の優れたシーズを日本発の革新的医薬品,医療機器として実用化に結びつけるため

の強力なサポート休制を構築するとともに､保険償還価格の設定において､医療経済的な観点も踏まえ､より

○ 画期的な医薬品･医療機器の開発に
は､有望なシーズの絶え間ない供給とその
実用化-の方策が重要だが､国内では､有
望なシーズを発見したアカデミア(大学)､ベ
ンチャー等が､製品化につながるための開

発戦略に不案内ということがあり､実用化
に向けての橋渡しが円滑に進められていな

い現状がある｡

○ このような革新的な医薬品･医療梯器
等の研究開発を促進するためには､これら
に係る保険tX遠価格の設定において､医

薬品･医療機器のイノベーションをより適切
に評価するとともに､保険財政を効率的･効

果的に活用していくことが求められる｡

○ 実務的な相放支援
･(独)医薬品医dE機器総合機柵(PMDA)において.大学･ベンチャー等を対
象に.日本発のシーズを非臨床･臨床試験､治験､承認を経て実用化につ
なげるための実務的な相駁(薬事戦略相談)に応じる｡

OPMDA等の体制強化
･格抜支援の書実な実施(相扱Aの確保)
･宰査人AのIIA
IPMDAの有為な人材の獲得に向けた就業規則の見直し
･実用化を見据えたレギュラトリーサイエンス(※)の推進
(※)和学技術の成3tを人と社会に役立てることを白的r=.根拠に暮づく的Flな予iNJ事書,fl輔を行い､
和学技術の成Jtを人と社会とのPlft]の上でAもiZましい姿にnBするための科学

○ (独)医薬基盤研究所による橋渡し研究や､オーファンドラッグ(希少疾病
用医薬品)･オーファンデバイス(希少疾病用医療機器)の研究開発の拡充

○ 薬価･医療機器の保険礁遭価格等の設定におけるイノベ-ションや医療
経済的な観点を踏まえた評価のさらなる検討
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掛.d脚 ･ 新医薬尋･医療機器物創th(暴事戦酪相談専業) 上LLB-Ljd仇 ｢
日本発シ-ズの実用似ミ向けf=一医薬品･,医療機器I-=関する薬事戦略yFo)相扱事業 rポ ー- ,.iニt-一十:

trA
@ 剖iLQ)M#l:_軒 a_hJry)･⊃ス噺 叫棚 向等I主軸 ､シー
を拝兼F史～の暮斗研究に注力す奄≡-tが打しい.

IcHF邦的なEEit品･El*t18の開先には.書ilなシ-ズの掩
えrnない伐冶とそ苛〉実用化への方策がtF.

0 EZ)内では､書生なシーズを先見したアカデミア(大事)､ベン

チャー等が､世晶化につなげるたd)の仰尭牡柏に不案内という

ことがあり､実用化に向けての1兵渡しが円,11こ並められてい
ない現状がある.

鞍事

○ シーズ先見杜のアカデミア(大手)_ベンチャー事におけ

る_匹集晶ItSdlt18扶7*Jl定のJL特段hrから一浩l美に至る
までに必事な拭挨･治牧針iii策定事に関する相良を主な対
毛とするr薬事較I8相鉄｣を中人する,

O r薬事戦略相はJにおいては.薬事に付通した朝薬企暮
出身者を含む多彩な相LhAを捷保して､W先･奥書の相帆 こ
応じる｡

○ 官民ta力により事暮を稚itするため.r医薬品･匿*地券
秦+tL柏蕃換金【仮称)｣を1受tL､相抜事JEのせ先Jt位付
け.実現可能性事の検封を行う.

(*#ィJ-･})

日本発シーズの実用化に向けた医薬品･医dE横草美事戦略相抜推進事暮

tLJL■JI.711■■Cと
日系全*の■抽[=護れ

三㌔-醐 A･医療- の- 旺 ¢
し三_竺グうグ･デ′くイス ラグの解消 ⊥

‖一mRV(tHl中日
fIPl=J:LJ.◆iIの兼LEに{IltのやるへtELq
f♯EbLt牡の対応方針を■f

PMDAの審査体制等の強化

【pMDAの常勤数の推移】

■ 日 日 P E ロ ロ E E

!第2期中期!計画期末
I(25年度末】

榊 全体 256名 291名 319名 341名 426名 521名 605名 648名 (現蒜 諾

うち審査部門 154名 178名 197名 206名 277名 350名 389名 415名

うち安全部門 29名 43名 49名 57名 65名 82名 123名 133名

にご〉
革新的医集晶.医療機器の要用化を見据え､レギユラトリーサイエンスの推進の

ため､引き続き合理化.効率化を図りつつ､今後､さらなる増員等について検討
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出口 (実用化)を見据えた開発を可能とするために

迅速な実用化を可能とするために.有効性と安全性を確保するために

曲 面 'ii面 'IV.fⅦ 朋 醤 l
FF生労伽大臣から指定を受けたオーファンドラッグ･デバイスの研究開発に助成

金を交付.助成対女は_指定を受けた目以降,乗t2申輔までに行われる柳 究
の兼用であるものの､指定を受けたからといって助成金交付を受ける8棟を拝す
ものではない.tiTy7:+i純-
itG /くイスに肘 る脚 捌 行するため直脚 胤

平成19年度以降は6-7億円の岬で推移しているところ凸
遷宮兼交付金の範曲で.助成金の交付対Aとなる捺染の50%に相当する金魚を
限圧としているが.予井のN約もあり､平Jg肋成果は平由 1年Jfで36.9% 平鹿
22年度は38.2'̂で40%を下回っている状況｡

田 ■ ■

64助成金の交付が開始された事実年度から原則として沖 兼年息 /



医療上必要な医薬品･医療機器の患者への迅速な提供
(ドラッグうグ､デ/1'ィスうグへの対応)

医療上必要な医薬品･医療機器が患者に迅速に提供されるよう､ドラッグ･ラグやデバイスうグを解消す

るための取組を推進する｡

○ 世界標準の医薬品･医療機器のう

ち､日本において承認されていない等の

理由で必要な医療への患者のアクセス

が遅れているものがある

○その背景には､

･薬事申請までに時間を要している

という｢申請ラグJ

･薬事審査に時間を要している

という｢審査ラグ｣

等の課題がある

- q昔旧

-司聖梨■■
[三重コ

○申請ラグ短縮への取組

･実務的な相談支援(再掲)

○審査ラグ短縮への取組
･癖医療機器､改良医療機器､後発医療機器の区分ごとに
専門の審査チームを設ける3トラック審査制を中人

○医療保険制度における取組
I｢医療上の必要性の高い未承認薬･適応外薬検討会議｣に
おいて医療上の必要性が高いとされた抗がん剤について､
長期間治験の実施が見込まれない場合に先進医療制度の
運用を効率化すること等を検討

･先進医療における実績等により薬事承認審査の一定程度の
効率化を図るため､pMDAの相談制度を活用するなど､当該
先進医療の質を確保

○上吉己の他､｢革新的医薬品･医療機器創出のための5カ年戦
略｣｢医療機器の審査迅速化アクションプログラム｣に基づく取
組を推進

ドラッグ う グ ､デ バ イス う グ の 推 移 に つ い て

Z･-の実鎌 l

r董鮎的震韮品.医療地盤創出のための5カ年政略｣に基づき､ドラッグ15グを解消し､米国並みとする
平成16年度

30か月(2.5年)
※申請ラグ 18か月
審査ラグ 12か月

■司- ■

巨 :垂 コ

平成23年度-◆0年

｢医療撫器の恋着迅速化アクションプログラム｣に基づ
き､デバイスうグを解消し.米国並みとする

平成17年度 平成25年度

憲 .,2b誓 l+Oか月
65

(米国との差) 18年度 19年度 20年度 21年度

ドラッグ.ラグ(月) 28 41 28 24

中川ラグ(月) 14 29 19 18

[･8近の細 J

(米国との差) 18年度 19年度 ･20年度 21年度

デバイス.ラグ(月) 17 14 23 36

申捕ラグ(月) 12 12 18 36

※米国の平成18年度以降の捻書壬期rnのデータが公表されていないため､
平成17年度(145月)と同書と便定して比較
※デJくイス･ラグの故Glについては､斬ES薬品と比較して新島鎌練8として
兼t2される品目軌が少なく付文が多くなること､また､世界で先行して乗
控されている乗手t2医書tL鞍の撮り起こし(申排の促進)による申ZTラグ
の糊在化(長期化する頒向があること)に留意が必事.



ドラッグうグ､デバイスうグの解消による革新的医薬品の創出等について

〔亘〕
1 世界に先駆けた
革新的医薬品等創出

2 世界で先行している

未貴誌薬等-の対応

- - - 舘■■+美事戦略格技の創設
7力T-ミ丁 ベンチャーtに上る4れたシーズを事用化につなrlもための書たな相VE
件IIをJl艮する.rJEALh )(平JAつ三女Jt中書良書S')_i手書一体となっ1=Jk租と
して.iK事t特だtI会(右枠)の世t.

● 治験のあり方に関する懇板金

治牧をtl又は7t姓するJN任書書から弟書の効串的な共Jtl=bTと考えられる
uEJZr=Rする暮JLをttEする.

(2-1)早期中川による早AFI乗旺

● 医療上の必要性の高い
未承正之薬･適応外柔検討会は

●匡珊ニーズの高い医療披講等の早期串人に関する検討会
(2-2)早期保険適用

-- I

Elt上の必Ttiの暮い乗手はJt･i応外Zir=ついて.■Jl企JLt=特発事ILを行うことfl=よIJ早X I
手性につなげる.

El*ニーズの暮い乗手捜Bl7t*II事について.企暮に的弗事LIを行うことgFによLJ■汁手放につな
げる.

● 公知中主Iにおける保険上の取扱い

rEEdE上の必Ttlの暮い兼手管事 ■応外事gt村会h において牧村され.事事 *且書生暮ZJ会r=おいて_公
知申叫で暮し支えないとされた1店外兼の効Bfl=ついて､千社をftたT.iLJ*■用とする.

● 3トラック審査制の帝人

斬11位の招dEr=よって暮暮プロセスを明稚(=した上で､斬EEdE牡昔､改LqL稚QL8.tL尭EE珠挽
8のES分ごとl=事MのIjlチームを放ける3トラック暮壬NをJ4人する.
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Ⅰ～Ⅳ以外の充実､重点化･効率化項目

第2のセーフティネット

住宅支援の仕組みの検討

生活保護の見直し

基 本 的 考 え 方
～重層的セーフティネットの構築 ～

【現状の課題】

○ ここ十数年にわたり非正戎労働者や長期失業者が増加傾向｡世帯捕造 .産業は達の変化により家族や地域社会とのつながりが希薄化｡
失業等で一旦生活保護に至ると脱却が国難｡これらの影響により､貧困 ･格差力Ⅶ二大.固定化｡
→■■■一一

【施策の方向 】
○ 重層的なセ-フティネットの構築が重要｡

○ 雇用の安心が人の生活の基本となる条件であり､ますは雇用 ･就労対策の充実が必要｡

○ 失共時の生計維持を助ける雇用保険 (第-のセーフティネット)でも対応しきれないケースでも､速やかな再就職支援を行う ｢第二の
セーフティネット｣を構築｡併せて､個別支援から包括的ネットワーク型支援への転換が必要｡

○ さらに ｢最後のセーフティネット｣としての生活保柾制度の見直し｡
○ 未曽有の災害である棄E]本大震災への対応も急務｡

I｢現役世代のセーフティネット｣の充実による自立支捷 (→2-5ページ)
･雇用 ･就労対策の充実が愚使先.雇用保膜の財政基盤を安定化
･求隠者支援制度の創設 (見用負担の在り方の検討を含む)
･求犠者支援制度をはじめ第二のセ-フティネット施策が切れ目なく連携し､jf用 ･生活 ･住居に関する総合的な対策を推進
･生活保護受給者､住宅手当受給者や母子窮屈の母に対し､自治体tIuコ-ワークとの協定に基づく就労支援等

4卿 盤となる件制の強化 (一6ページ)
･生活支援力､ら就労支援まで伴走型の一持した支援 (市町村主導による総合相談や社会資源の有機的連携を実施する専任税関の設置を支
援)JrJL鮎 セーフティネットlである生活偉才の見直し (納税者の理… られる制度としての生活保雄) (･⇒7-15ページ)
･球得能力を有する生活保短受給者向け自立 .就労支援メニューの充葵と支援強化
･子どもの貧困連鎖の防止 (養育 ,進路相淡､地域での学習支援など)
･不正受給対策の徹底 (医凍扶助の適正化や r井困ビジネス｣の排除)
･客観的データに基づく生活保振基準の横言正

+僻 効果の検旺 (ー16-18ページ)
･貧困/格差の実態を総合的 ･継続的に把握するため,複数の客観的な指襟の開発

[一誓 書諾 芸芸讐 雪T'gl=98品 .記弱者Jfが才災によって更に貧困化し格差固定化につながらないよう､削 な初動/中長期対局



再 就 職 † 二 : 離 織

社会保険･労勧保険

J 雇用保険を受給できない方が､特集訓練と訓練期間中の給付(単身月10 1

■■｣ rJ
] / //I

求職者 支援制 度

生活支援から就労支援まで伴走型の-羊した支援

(パーソナル･サポート)

企業､NPO等と連携した新しい公共による取組 等

万円)を受けられる制度 l
>書実訓練受講者致 約25万人､給付支給者致 約20万人 l
※末書者支援朝丘は10月IB施行のため､平成23年度予3Fは半年分のみ計上｡l
上記の書手yl練及び給付の対暮看政はそれを1年度分に換井したもの. 1

【抱合支援資金貸付制度】 I
>制度の&E要 I

失業等により日常生活全般にfi]杜を抱えている方に対して､求破活動中の 暮
生活*等の貸付を受けられる予算事業(23年度よりセーフティネット支援対 l

策等事業*補助金のメニュー化) I
>貸付鎖 l

①生活支援費(最長1年間)単身世帯:上限月15万円 1
2人以上世帯.上限月20万円 l

j 蓋 聖 讐 ;70月～2｡.1年2月末, 書

簡 翫 諾 認 諾 豊Y%BoRgk-*i#O,条件の下で長大I

t
l

l
l

-_':i,-{ 'L_:--It:-:__I_:-:- :二 -I::T -'

職業訓練の妻施等による特定求職者の就噂の真援L=関する法律について ･ユ;-

特定求■者(4用保険の失兼等給付を受給できない求+者であって､暮暮訓練その他の就+支淡を行う必事があると臣める者)に対

し､■暮tlll練の実施､暮暮訓練を受けることを容易にするための絵付金の支捨その他の就+に関する支扶持tをZIすることにより､特

定求*者の就書を促進し､もって､その暮♯及び生活の安定に兼することを目的とする｡

1.JL暮訓練の認定

Lt生労働大臣は､特定求鞍者に対する祐美訓練の実施に関し重要な事項を定めた計画(｢破兼訓練実施計画｣)を策定｡

FF生労働大臣は､就鞍に必要な技能等を十分に有していない者の唯美能力の開発及び向上を図るために効果的なものであること等
の基拳に適合する鞍兼訓練を認定(｢認定鞍兼訓練｣)｡

認定取兼訓練を行う者に対して､これが円滑かつ効果的に行われるよう助成することができる｡

認定に関する業務は､(独)高齢･障害･乗鞍者足用支援機抑 こ行わせる｡

認定職業訓練を行う者に対する助成及び敏美訓練受講給付金の支給は､雇用保険法による新事業(就耽支援法事兼)として行う｡

立入検査､差押え･公課等の禁止､立入検査拒否等に対する罰則等の規定を設ける｡

施行期日 平成23年10月1日(一部の規定については､公布の日から施行)

閑



-:一-一叫 i二唱.- 1ぐ一 ,鉢労姦 揺対 策の強化 (r福祉か Eら?槻 J支穣事業)

○平成23年度から､地方自治体とハローワークの間で､｢福祉から就労｣支援事業に関する協定(支援.の対象

者､対象者数､目標､支援手法､両者の役割分担等)を締結する等の連携体制を整備の上､生活保護受給者等

地方自治体

(福祉事務所等)

就労に関す る

支援要請

地域の支え合いの基盤となる体制の妊化

ハローワーク

就+支援ナビゲ宣タ-
就労支援メニュー

①織実相扱.耽美紹介
(※必要に応じマンツーマン
で実施)

②求聴音支援制度等の椎葉
訓練

③トライアル雇用

④関係機関との連絡調整

地域において各人が社会参加をする前提となる生活基盤の確立のため､また､多様な課題に直面する地域

住民を制度の縦割りを超えて総合的に支援するため､行政だけでなく地域の様々な社会資源が有機的に連
携し､活用されるシステムを構築することが必要｡｣■｣
地域の支え合いの基盤づくりとして､市町村の主導によって､総合相談や社会資源の有機的連携を実施す

ワンストップ型の専任機関 (市町村の主導による設置)

【総合相談業務】

生活困窮香等-の縦割りを超えた多様な相談への対応

<相!炎業務の例>
～公的サービスだけではなく､生活資金や多重1*務等の経済的問題-の対応､就労.
自立支援､保健福祉の支援.権利焼飯等も含めて～

【生活福祉資金貸付業務】 逮樵
生活福祉資金のうち緊急性の高いものについての貸付事務

【就労.自立支援業務】
支援を受ければ生活保漣に陥る前に自立することが見込まれる者に対する
伴走型(パーソナル.サポート型)の就労.自立支援業務

【権利擁醸業務】
地域で一人暮らしをしている高齢者や障害者のうち判断能力が不十分なもの



昭和26年Lf 30 10 50 58 平成 4

(注)平成23年2月分においては､東日本大農災の影Vにより､郡山市以外の祐A外を除いて集計した数値を用いている
資料 祐祉行政報告例をもとに､厚生労働省社会 ･横領局保護旺にて作成

生活保護をめぐる現状② (世帯類型別の保護世帯数と世帯保護率の推移)

10年前と比較すると､各世帯類型ごとにみた保護世帯数､世帯保護率ともに増加しているが､特に､稼働年

◆10年前(平成11年度)

被保護世帯総数 高齢者世帯 母子世帯 傷病.障害者世帯 その他の世帯

世帯数 703,072 3ー5,933 58ー435 278,520 50,184(7.1)(構成割合(%)) (100) (44.9) (8.3) (39.6)

世帯保護率(‰) 15.7 43.6 131ー0 8.8

3倍強の

◆現在(平成21年度) 増加

被保護世帯総数 高齢者世帯 母子世帯 傷病.障害者世轟 その他の世帯

世帯数 1,270,588 563,061 99,592 435,956 ロ≡三通

(構成割合(%)) (100) (44.3) (7.8) (34.3) (13.5)

70
資料出所 結社行政報告例

国民生活基礎訴査



皇藩保護をめぐる現状③ (生活偲薄着負担金実績額 (事業費ベー象)a)推移)

生活保護費負担金実績額(事業費ベース)は平成21年度に3兆円を突破し､さらに急伸する勢いである○全体
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資料 生活保左葉糞負担金事 業実横報告

IXl 施設事務兼を除く

･x 2 平成21年度までは実績鎖 ､22年度は補正後予算鋲 ､23年度は当初予算簸
※3 国と地方における負担割合については､園3/4､地方1/4

生活保護をめぐる現状④ (生活保護の医療扶助と国民健康保険等の比較(平成20年度))

レセプト1件あたり医療費における差は小さいが､生活保護の医療扶助は受診率が高いため､1人あたり医療費は
国民健康保険等よりも高額となっている｡
※生活保姓の受診率(被保捷人JL1人あたL)レセプト件数)は､匡*扶助実態萌壬に基づくflを同ZA壬に基づく医萩tと年度果すEEdttとの比を用いて年率換3(したもの.
入院には食事が含まれる.

【入院】

(1人あたり匡dE*の辛*の比較)

入院 入院外

1人あたり = 受診率 × レt7'ト1件あたり 医療兼(万円) (件/人) 医療暮(万円l医稚兼(万円) (件/人) 医錬*(万円)

生活保護 50.5 1.2 41.6 18.8 12,7 1.5

(it科)･生活保雄分 医書扶助実字ZI壬(特別JE計).生活氏姓JtA換金事*実鵬 告､被俣Zf書全G卜斉ZIl壬.稚社行政撮告例

'珊 絹 針 鉄柵 附 分-EE鵬 傾 細 壬･alJiQL鵬 脚 " 壬は Aは 幣 EEdL事暮月穏



｢最後のセー フテ ィネ ッ トJである生活保線の見直 し

◆リーマンショック以降､稼働熊プ
保練.受給者が急増

･>生活保捷受給者数 約2001万ぬ
保軽率 1.6%

うち､｢そ'0?他の世帯｣約,24万世帯
(,23年空洞時点｢の速報iL)

◆東日本大震卿 こよる軽済<雇用情勢の.慕

化により､生活保雄樋 軌Lも野響

◆子どもの貧困連銀

>高校 進 学 率 (22年度時点)
全世帯:98%､生活保護世帯 旦Zニ皇墾

>生活保捷世帯の25%が過去生育した世帯でも
保旗受給 (ある市のサンプル調壬)

･1医療､住居等を取り巻く不正行為

>向柵神薬勿不正転売事案等ゼ匡啓
をめ≪◆る不正行為が頻発

医dE扶助は保tl*
全体の約半分

>入居者の意に反し保経費を管理､搾取する｢貧
困ビジネス｣が頻発

◆生活保護基準の妥当性

>年金や甘低釆金Jt保捷基準L緬)撃ぎ性

>I白地ゆ助牡を耕な胸なLyl.も伊に′な私有
じ･略か検柾

生活保護に関する国と地方との協誰開催

国と地方との協議の場において制度改正も視野に
具体的対策をまとめる

【自立､就労支援の強化】

◆先進的な自立､就労支援策を全国的に拡充

◆稼得能力を有する生活保護受給者向け自立･就
労支援メニューの充実

◆ハロ-ワークと福祉事務所との連携強化

◆求職者支援制度の活用

子どもの貧困連鎖の防止】

◆自治体における子どもの学習支援､進路相談等

の取組を全国的に拡充

【不正受給対策の徹底】

◆電子レセプトを活用した医療扶助の内容分析とそ
の適正化

◆悪質な事業者を排除する仕組みの導入

◆効果的な支援に向けた現物給付の検討

生活保護基準部会における基準検証

23年4月に設置した生活保練基準部会において

全国消費実態調査等の客観的データに基づき､専門
的かつ多角的な検証を実施

○各福祉事務所において生活保護受給者の就労活動をサポートする専門の就労支援員を配置し､就労支援プロ

グラムを実施○平成21年度で全国12,679人の生活保護受給者が就労.増収し､就労.増収率は約3割であるが
地域差が大きい.

○就労支援員の活用や自立.就労支援メニューの充実等を通じて､全国的に自立.就労支援策を展開させていく

【就労支援員を活用した都道府県別就労･増収率】

l就労支援A数(平成23年4月末)
1 1.526人
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(注)指定都市.中核市は都;暮府県に含む
資料 厚生労肋省社会･埋技局保I&課調べ

◆釧路市における取組事例

NPO法人等と連携した新しい公共による取組

>本格的な企集就労が困耗な生活保捷受給者に対し､就
兼体験やボランティア等の社会参加活動等様々なプログ
ラムを用意し､自立を支捷

【枝美体鼓.ボランティア事業の例】
○作業所ボランティア(知的陣がい者施設)
○ヘルパー同行(介護事業所)
○公風管理ボランティア

○インターンシップ(リサイクル事業所)

◆埼玉県における取組事例

～生活保護受給者チャレンジ支援事業-

職業訓練支援鼻による支援

>職歴やコミュニケーション能力等を踏まえ､適性に応じた職
業訓練の受講から再就職まで一貫した支援を行う｡

住宅ソーシャルワーカーによる支援

>生活能力､年齢等を踏まえ､安定した地域生活に向けて民
間アパートや社会福祉施設等-の入居を支援



生活保韓曇鼻世帯の子どもの貧困解消に向けた各自治体の,新たな取組

○高校進学率(22年度時点)について､-般世帯が98%であるのに対し､生活保護世帯は約88%と10ポイント近く差~があり､
自治体によってはさらに差が開いているところもある○

〇千どもの貧困連鎖解消に積極的に取り組む自治体もあり､こうした取組を全国的に普及させ､一般世帯並の高校進学

都道府県別高等学校等進学率の一般世帯
(A)と生活保護世帯(B)との差(A-B)

(平成22年度)

っJ
･IP
t)

′
注1指定都市･中核市は都連府県に含む

(A-B)の値(鶴)

暮 173-26.5 (9)
1 132-17.3 (8)
■ 95-132 (8)
E] 73-9.5(12)
□ ～73(10)

注2 r高等学校等｣には､ 中等教書学校後期課程､特別支書&学校高等部､
高等専門学校が含まれる

資料 平成22年度学校基本加重(文部科学省)･平成22年4月1日現在Lt生労働省
社会･壬兼捜局保様坪Zjlベ

◆釧路市における取組事例

NPO法人と連携した新しい公共による取組

>中学3年生の子どもを持つ親に対して､子供の高
校進学に対する動機付けを行亡､､親子の進学意
経を高めるとともに､高校入学までの学習支援を
行い､子どもの社会的自立を促す｡

◆埼玉県における取組事例

～生活保護受給者チャレンジ支援事業～

教育支援且による支援

>困難を抱えた親の養育相鮫に応じるとともに､高
校進学に向けた進路相談に応じたり､地域の学習
教室で個別に学習支援を行う｡

◆横浜市における取組事例

NPO法人と連携した新しい公共による取組

>横浜市保土ヶ谷区内において､NPO法人に委託して､生
活保護受給世帯の中学3年生を対象とした｢はばたき教
室｣を開設.高校受験のための学習支援を実施

医療や住まい等をめぐる不正行為防止の徹底

○医療や住まい等をめぐり､生活保護受給者を利用した不正行為が頻発しており､不正受給対策を徹底することが必要｡
○また､不正行為が入り込む余地を防ぐために､金銭ではなく､現物による支援の在り方も検討｡

･向捕神薬の大Jt入手､転売

･生活保護受給者を集め､不必要
医療を提供｡死亡事件まで発生

一 tヽll

医療や住まいをめぐり､

i-=iTf=''〒 三言 ここ:･_

○
【事
も 0

､･ 〇

･無料低額診療所を巡る問題
･生活保護糞のピンハネ
･劣悪なサービス提供 等

◆医療扶助の内容分析
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◆事業の透明性を藩侯 -I-i-

◆金銭管理の原則衰止
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◆悪質な事業者には刑事罰を視野に罰
則強化

･X民主党内で諸点立法の国会提出を準備中



<生活扶助基準の水準 >

○生活扶助基準 は､一般低所得者の消費実態との均衡 が図られているか等について､5年に一 回の検証を実
施○
○平成19年の検証では､生活扶助基準額 は低 所得者 (第1.十分位 )の生活扶助相 当支出額 に比べ ､下記①
ではやや高め ､② では高め ､という結果であったが ､現在 に至るまで生活扶助基準額 は据え置き.

○現在 ､生活保護基準部会 において検証作業 中であり､その結果等を踏まえ､国 民の理解が得 られるような生

【平成19年検証結果】

(》夫婦子1人世帯(有業者あり)

平成16年 平成16年
生活扶助王事漁 生話扶助相当支出A

(幕1･十分也)

r- -- <参考 .基礎 年金の水準 >
1

1 ◆老後生活の基礎的な費用に対応し､現

役時代に構築した生活基盤等と合わせ

て一定水準の自立生活を可能とする考

え方で水準股定

②単身世帯(60歳以上)

71.209円

J ii i LR

平成16年 平成16年
生舌扶助JigL且 生活扶助相当支出盆

(言1･十分位)

(注)上記金額には､住宅文や教育書等は含まれていない｡

基礎年金月額 65.741円 (夫婦合計 :T31,482円)

生活扶助基準額(※) 3級地-2- 1銀地-1

62.640-80.820円
夫婦合計額

(ともに65歳) 94,500-121.940円

: 棚 を如 ている- ･=･L 上紀に平喜芸?3禁 詣 苧 :IL______________________________ー______ ___________

詰ま効果の検証

○ 国際比較を可能にする観点から､EUの｢社会的保護と社会的包摂(=関する指標｣を参考にして開発｡

抱擁の性質 指操

｢所得｣か らのアプローチ･所得から導出された指標により､生活水準を念頭に置いて､貧困や格差の状況を客観的に把握できる.･国民生活基礎調査(3年に一度の大規模調査)等による. (》相対的貧Eil皐 (所得中央値の50% (貧困線)以下の者の割合)

②就業世帯の相対的貧困率 (就業世帯に属する者のうち､所得が貧困線以下の者の割合)

③時期を固定した相対的貧困率 (過去の貧困線をもとに井出した相対的貧困率)

④貧困ギャップ (｢貧困線以下の所得中央値｣÷ ｢貧困線｣)

⑤所得分配率 (｢所得5分位階級の最上層の合計所得｣÷｢最下層の合計所得｣)

⑥高齢者所得の相対的中央値 (r65歳以上の所得中央値｣÷r65歳未満の所得中央値｣)

⑦年金受絵鐘の所得代替率 (年金受給額の現役世代の勤労収入に対する割合)

｢就 業｣からのアプローチ･就業を通じて生活が維持されことから､貧困一格差-の就業の影Vは大きい〇一労働力調査(年次)等による○ ⑧労働力皐 (15歳から64歳の就業者と求構音の割合)

@中高年の就美幸 (55歳から64歳の就業者の割合)

⑳若年人口に占める若年無実者の割合 (15歳から34歳の就業も求職も家事も通学もしてい
ない者の割合)

⑪就業者のいない世帯に属する者の割合 (0歳から59歳の者で､就奏者のいない世子削こ属する
者の割合)

⑬地域の就業率のぱらつき (都道府県ごとの就業率の標準偏差)

｢生活 の質｣か らのアプローチ ⑩健康寿命 (男女別)

･健康状態など多面的な生活の実態をより正確に把握することができる.･OECD HealthData(年次)等による○⑭医療-のアクセス (受診時の待ち時間)

･Xr所得Jlt｢等価可処分所軌 (世帯の可処分所得(収入から税金や社辞 険料を除いたもの)を世帯員~人あたりの所得に換算したもの)をいう｡



○ 推計の目的

様々なリスクを抱えて生 活 を送 ってい る人 々 の 中 で､喫 緊 の 対 応 が 求 め られてい る世 帯 に着 目し､生
活保護を受給し続けた場 合 と働 く意 欲 の あ るもの が 就 労 を通 じて社 会 に速 や かに復 帰 できた場 合 の 社
会保障等に与える影 響 を大 胆 な仮 定 をお いた 上 で推 計 し､両 者 の 差 を見 ることによって格 差 ･貧 困 施
策の持つ財政等に与 える影 響 を数 量 的 に把 握 す ることを 目的 とす る｡

○ 影響効果の考え方につ いて (正規雇用される25JR単身のケース(国中の金軌 ir男性の場合｣～｢女性の場合｣として表示))

(推計のイメ-ジ)

10-617～7′804万円

土会保障給付(医療介護､年金等)4,088-5,180万円

就労を通じて
社会に復帰で
きた 場 合

〕 ･ [@讐

8.765-10,076万円
1億5,294万円

1億2.701万円

生活保経を受
給し続けた場
.上ゝ

25歳

I1■1tt■LJrTT=ltQt■■■I I-*した1書の+tr++ItLLJll①一〇 8分した書舌のl一心●■■■■ 0 tt会仙 fJ六〇 (+I
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★ 8.61 -86 2.59 3.46 77

3兵tL + 12.32 27 6.47 6.2 126
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Ⅰ～Ⅳ 以 外 の 機 能 強 化 ､ 重 点 化 ･ 効 率 化 項 目

障害者施策
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障害者制度改革の推進体制

陣がい者制度改革推進本部

(内閣総理大臣を本部長としすべての国務

大臣で構成)

陣がい者制度改革推進会話

(障害者､障害者の福祉に関する事業に従

事する者､学識経験者等)

部会(施策分野別)

●障害者権利条約の締結に必要な国内法の整備を始めと
する我が国の障害者に係る制度の集中的な改革を行うため､
H21年12月8日閤姥決定により設置｡
●当面5年間を障害者制度改革の集中期間と位置付け､
･改革推進に関する総合調整
･改革推進の基本的な方針の案の作成及び推進
･｢障害｣の表記の在り方に関する検討
等を行う｡

●障害者に係る制度の改革を始め､障害者施策の推進に
関する事項について意見｡
(H22年1月以降32回開催｡6月7日に第一次意見､12月17
日に第二次意見取りまとめ｡)

必要に応じ､部会を開催
･総合福祉部会をH22年4月以降13回開催
･差別禁止部会をH22年11月以降4回開催

※開催国故は平成23年5月27日現在

【新たな推進体制の下での検討事項の例】

･障害者権利条約の実施状況の監視等を行う機関(モ二9リング機関)

･障害を理由とする差別等の禁止に係る制度(差別禁止部会をH22年11月に設置)

･教育

･労働･雇用

･障害福祉サービス(総合福祉部会をH22年4月に設置) 等
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